
経理情報●2025.7.1（No.1747） 4

今月の税務
日　付 項　目 備考・コメント

７月１０日（木）

７月３１日（木）まで

7月中の市町村条例で
定める日まで

①　源泉所得税および特別徴収住民税の納付（令和７年６月分）

②　法人の確定申告、納付、延納の届出（令和７年５月期分）
法人税・消費税・地方消費税・法人事業税（法人事業所税）・法人住民
税

③　申告期限延長承認法人の法人税確定申告
１カ月延長法人（令和７年４月期）
２カ月延長法人（令和７年３月期）
④　消費税・地方消費税の確定申告（１カ月ごと）（５月期）
⑤　消費税・地方消費税の確定申告（３カ月ごと）（２月、５月、８月、１１
月期）

⑥　法人の中間申告（半期・１１月期）
法人税・消費税・地方消費税・法人事業税・法人住民税

⑦　消費税・地方消費税の中間申告納付
直前期年税額４，８００万円超のとき　１カ月ごと（５月期を除く）
直前期年税額４００万円超のとき　３カ月ごと（２月、８月、１１月期）

⑧　固定資産税（都市計画税）第2期分の納付

①　源泉所得税には復興特別所得税の額
を含む。

②～⑦　法人の事業年度（課税期間）の終
了日は各月末日とする。

④、⑤　消費税課税期間の短縮特例は
適用後２年間継続が要件である。

２
段
階
開
示
は
適
用
開
始
か
ら
２
年
間

可
能
に
─
金
融
審
議
会
サ
ス
テ
ナ
情
報
開
示・保
証
Ｗ
Ｇ

金
　
　
融

去
る
６
月
５
日
、
金
融
庁
は
第
７

回
金
融
審
議
会
サ
ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ

情
報
の
開
示
と
保
証
の
あ
り
方
に
関

す
る
ワ
ー
キ
ン
グ
・
グ
ル
ー
プ
（
座

長
：
神
作
裕
之
・
学
習
院
大
学
大
学

院
法
務
研
究
科
教
授
）を
開
催
し
た
。

主
な
審
議
事
項
は
次
の
と
お
り
。

サ
ス
テ
ナ
専
門
Ｇ
か
ら
の
報
告

既
報
（
２
０
２
５
年
６
月
20
日
号

（
№
１
７
４
６
）
情
報
ダ
イ
ジ
ェ
ス

ト
）の
と
お
り
、サ
ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ

情
報
の
保
証
に
関
す
る
専
門
グ
ル
ー

プ
か
ら
次
の
２
点
に
関
し
て
報
告
が

な
さ
れ
た
。

⑴　
サ
ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ
保
証
業
務

実
施
者
に
求
め
ら
れ
る
規
律
の
あ

り
方
（
登
録
制
度
や
登
録
要
件
な

ど
議
論
の
途
中
経
過
）

⑵　
Ｗ
Ｇ
に
お
け
る
議
論
に
資
す
る

た
め
の
専
門
グ
ル
ー
プ
に
お
け
る

意
見
（
サ
ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ
保
証

業
務
の
担
い
手
に
関
す
る
意
見
等
）

専
門
グ
ル
ー
プ
の
堀
江
座
長
か
ら

は
「『
サ
ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ
保
証
業

務
実
施
者
に
求
め
ら
れ
る
規
律
の
あ

り
方
』
と
保
証
の
担
い
手
は
切
っ
て

も
切
れ
な
い
関
係
に
あ
る
た
め
、
保

証
の
担
い
手
や
保
証
の
範
囲
に
関
す

る
大
き
な
方
向
性
を
Ｗ
Ｇ
に
て
議
論

い
た
だ
き
た
い
」
等
の
発
言
が
あ
っ

た
。サ

ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ
開
示
基
準

お
よ
び
保
証
制
度
に
係
る
ロ
ー
ド

マ
ッ
プ
案

事
務
局
は
、
有
報
に
お
け
る
サ
ス

テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ
開
示
基
準
に
基
づ
く

情
報
開
示
お
よ
び
保
証
制
度
の
導
入

に
係
る
ロ
ー
ド
マ
ッ
プ
に
つ
い
て
、

こ
れ
ま
で
の
意
見
や
最
近
の
国
内
外

の
動
向
を
踏
ま
え
た
う
え
で
、
次
の

案
を
示
し
た
。

⑴　
Ｓ
Ｓ
Ｂ
Ｊ
基
準
の
適
用
は
次
を

基
本
と
し
、
②
、
③
の
適
用
時
期

は
国
内
外
の
動
向
等
を
注
視
し
つ

つ
引
き
続
き
柔
軟
に
対
応

①　

時
価
総
額
３
兆
円
以
上
の
企

業
：
２
０
２
７
年
３
月
期

②　

時
価
総
額
３
兆
円
未
満
１
兆

円
以
上
の
企
業
：
２
０
２
８
年

３
月
期

③　
時
価
総
額
１
兆
円
未
満
５
千
億

円
以
上
の
企
業
：
２
０
２
９
年

３
月
期

⑵　
経
過
措
置
と
し
て
の
２
段
階
開

示
は
、
適
用
開
始
か
ら
２
年
間
と

す
る

⑶　
有
報
の
提
出
期
限
の
延
長
に
つ

い
て
は
引
き
続
き
検
討
す
る

⑷　
保
証
は
開
示
基
準
の
適
用
義
務

化
の
翌
年
か
ら
義
務
づ
け

⑸　
保
証
水
準
は
限
定
的
保
証
（
合

理
的
保
証
へ
の
移
行
の
検
討
は
行

わ
な
い
）、
保
証
範
囲
は
当
初
２
年

間
に
お
い
て
ス
コ
ー
プ
１・２
、
ガ

バ
ナ
ン
ス
お
よ
び
リ
ス
ク
管
理（
３

年
目
以
降
は
国
際
動
向
等
を
踏
ま

え
今
後
検
討
）
と
し
、
保
証
の
担

い
手
は
本
Ｗ
Ｇ
で
引
き
続
き
検
討

委
員
か
ら
は
、「
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル

の
基
本
線
を
明
確
に
す
る
こ
と
で
準

備
を
促
す
こ
と
が
で
き
る
こ
と
か

ら
、⑴
②
、③
の
企
業
に
つ
い
て
『
引

き
続
き
柔
軟
に
対
応
』
と
す
る
の
で

は
な
く
、
適
用
開
始
時
期
を
明
確
に

す
べ
き
」
と
い
っ
た
意
見
や
、「
⑶

の
有
報
の
提
出
期
限
の
延
長
に
つ
い

て
は
、
い
ま
ま
さ
に
進
行
し
て
い
る

有
報
の
総
会
前
開
示
と
矛
盾
し
て
お

り
市
場
を
混
乱
さ
せ
る
た
め
、
慎
重

な
検
討
が
必
要
」
な
ど
の
意
見
が
聞

か
れ
た
。

事
務
局
は
、
次
回
の
Ｗ
Ｇ
に
て
、

こ
れ
ま
で
に
聞
か
れ
た
意
見
や
今
回

の
意
見
を
踏
ま
え
た
中
間
論
点
整
理

の
た
た
き
台
を
用
意
す
る
と
し
た
。
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法
的
思
考

弁
護
士 

白
川　

敬
裕

経
理
に〝
効
く
効
く
〟

法
律
雑
学

法
学
部
や
司
法
修
習
（
弁
護
士
に
な

る
前
の
研
修
）
で
は
、
法
的
な
思
考
を

学
び
ま
す
。
法
的
思
考
は
、「
リ
ー
ガ

ル
マ
イ
ン
ド
」
と
も
呼
ば
れ
て
い
ま
す
。

基
本
的
な
法
律
を
頭
に
入
れ
る
こ

と
は
、
も
ち
ろ
ん
大
事
な
の
で
す
が
、

法
律
の
暗
記
が
法
的
思
考
で
は
あ
り

ま
せ
ん
。

学
生
時
代
は
、「
テ
ス
ト
で
よ
い
点

を
と
る
た
め
に
、
憲
法
の
条
文
を
覚

え
な
け
れ
ば
…
」と
い
っ
た
こ
と
が
あ
っ

た
か
も
し
れ
ま
せ
ん
。

た
と
え
ば
、
こ
の
よ
う
な
問
題
が

出
題
さ
れ
る
こ
と
が
あ
り
ま
す
。

【
問
い
】
以
下
は
、
憲
法
に
お
い
て

差
別
を
禁
止
す
る
条
文
で
す
。

(　

)

に
当
て
は
ま
る
言
葉
を
答

え
な
さ
い
。

・
第
14
条　
す
べ
て
国
民
は
、（　
）

で
あ
つ
て
、（　
）、（　
）、（　
）、

（　
）又
は（　
）に
よ
り
、（　
）、

（　
）
又
は
（　
）
に
お
い
て
、

差
別
さ
れ
な
い
。

法
律
の
条
文
は
、
面
白
く
も
何
と

も
な
く
、
読
む
こ
と
自
体
に
苦
痛
を

覚
え
る
人
が
ほ
と
ん
ど
で
し
ょ
う
。

一
生
懸
命
に
法
律
を
読
ん
で
覚
え

て
も
、
実
社
会
で
は
、
条
文
を
覚
え

て
い
る
だ
け
で
は
役
に
立
ち
ま
せ
ん
。

法
律
に
は
「
使
い
方
」、
使
う
た
め

の「
考
え
方
」が
あ
り
ま
す
。
そ
の「
使

い
方
」、「
考
え
方
」
が
、
法
的
思
考

で
す
。

も
ち
ろ
ん
、
知
識
が
な
け
れ
ば
使

え
ま
せ
ん
か
ら
、
法
律
の
知
識
は
必

要
で
す
。し
か
し
、法
律
を
使
う
に
は
、

条
文
を
丸
ご
と
覚
え
て
お
く
必
要
は

あ
り
ま
せ
ん
。

「
憲
法
14
条
」
で
い
え
ば
、最
低
限
、

「
憲
法
で
は
差
別
が
禁
止
さ
れ
て
い

る
」
と
い
う
こ
と
を
覚
え
て
お
け
ば
十

分
で
す
。「
14
条
」
と
い
う
条
文
の
数

字
を
覚
え
る
必
要
も
あ
り
ま
せ
ん
し
、

(　

)

の
な
か
の
言
葉
を
覚
え
て
お
く

必
要
も
あ
り
ま
せ
ん
。

法
的
思
考
力
は
、
正
解
の
な
い
問

い
を
考
え
抜
く
力
で
も
あ
り
ま
す
。

世
界
か
ら
不
当
な
差
別
は
な
く
す

べ
き
で
す
。
他
方
で
、
違
い
に
応
じ

た
必
要
な
区
別
も
あ
り
ま
す
。

憲
法
14
条
で
大
事
な
の
は
、「
そ
も

そ
も
『
差
別
』
と
は
何
な
の
か
？
」
と

い
う
問
い
に
つ
い
て
考
え
る
こ
と
で
す
。

具
体
的
に
は
、「
男
女
の
性
差
に

よ
る
区
別
を
一
切
な
く
す
べ
き
な
の

か
？
」、「
一
定
の
区
別
が
許
さ
れ
る
と

す
れ
ば
、
ど
の
よ
う
な
ケ
ー
ス
な
の

か
？
」、「
区
別
が
許
さ
れ
る
or
許
さ

れ
な
い
を
、
ど
う
や
っ
て
判
定
す
れ
ば

よ
い
の
か
？
」
を
考
え
抜
く
こ
と
、
そ

れ
が
法
的
思
考
で
す
。

法
的
思
考
の
秘
訣
は
「
何
の
た

め
？
」
と
い
う
問
い
に
あ
り
ま
す
。

「
何
の
た
め
？
」
と
い
う
の
は
、「
目

的
」
を
問
う
こ
と
で
す
。

た
と
え
ば
、
サ
ッ
カ
ー
に
「
オ
フ
サ

イ
ド
」
と
い
う
ル
ー
ル
が
あ
り
ま
す
。

Ｊ
リ
ー
グ
の
公
式
サ
イ
ト
に
よ
る
と
、

「
オ
フ
サ
イ
ド
」
は
、
サ
ッ
カ
ー
の
ル
ー

ル
の
な
か
で
最
も
解
釈
が
難
し
い
そ
う

で
す
（https://w

w
w
.jleague.jp/

a-to-z/offside/

）。

同
サ
イ
ト
に
よ
る
と
、
攻
撃
を
し
て

い
る
時
、
相
手
陣
内
に
お
い
て
、
パ
ス

が
出
さ
れ
た
瞬
間
、
パ
ス
を
受
け
る

人
の
前
に
相
手
が
１
人
（
通
常
は
ゴ
ー

ル
キ
ー
パ
ー
）
し
か
い
な
い
場
合
、
オ

フ
サ
イ
ド
の
反
則
を
取
ら
れ
る
、
と

さ
れ
て
い
ま
す
が
、
言
葉
で
説
明
さ
れ

て
も
、
よ
く
わ
か
り
ま
せ
ん
。

何
の
た
め
の
ル
ー
ル
な
の
か
検
索
し

て
み
る
と
、「
相
手
チ
ー
ム
の
フ
ィ
ー

ル
ド
内
で
待
ち
伏
せ
す
る
こ
と
を
防

ぐ
」
と
い
う
目
的
が
わ
か
り
ま
し
た
。

確
か
に
、
相
手
チ
ー
ム
の
“
背
後
”

で
待
ち
伏
せ
す
る
こ
と
が
許
さ
れ
る

と
、
守
備
陣
を
突
破
し
て
い
く
競
技

の
面
白
さ
が
失
わ
れ
ま
す
。

法
律
も
同
じ
で
、何
ら
か
の「
目
的
」

が
あ
る
か
ら
、
目
的
を
達
成
す
る
手

段
と
し
て
「
法
律
（
ル
ー
ル
）」
が
定

め
ら
れ
る
の
で
す
。「
目
的
」
を
問
う

こ
と
、
こ
れ
が
法
的
思
考
の
初
手
と

な
り
ま
す
。

後
発
事
象
会
計
基
準
等
の
適
用
時
期

等
、検
討
─
Ａ
Ｓ
Ｂ
Ｊ

会
　
　
計

去
る
６
月
５
日
、
企
業
会
計
基
準

委
員
会
は
、
第
５
４
８
回
企
業
会
計

基
準
委
員
会
を
開
催
し
た
。

主
な
審
議
事
項
は
以
下
の
と
お
り
。

金
融
資
産
の
減
損
に
関
す
る
会
計

基
準第

２
３
９
回
金
融
商
品
専
門
委
員

会
（
２
０
２
５
年
６
月
20
日
号
（
№

１
７
４
６
）
情
報
ダ
イ
ジ
ェ
ス
ト
参

照
）
に
引
き
続
き
、
主
に
次
の
論
点

に
つ
い
て
審
議
が
行
わ
れ
た
。

分
類
・
測
定
に
つ
い
て
の
償
却
原

価
の
定
め
に
関
し
て
、
現
行
の
日
本

基
準
の
金
利
調
整
差
額
に
焦
点
を
当

て
て
期
間
配
分
す
る
償
却
原
価
法
を

Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
９
号
「
金
融
商
品
」
の
実

効
金
利
法
に
よ
る
償
却
原
価
法
に
置

き
換
え
る
に
あ
た
り
、「
償
却
原
価

を
Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
９
号
の
実
効
金
利
法
に

よ
り
算
定
す
る
こ
と
を
原
則
と
し
た

う
え
で
、
各
金
融
商
品
に
オ
プ
シ
ョ

ン
を
設
け
、
本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
対

象
範
囲
外
の
金
融
商
品
お
よ
び
金
融

負
債
に
関
し
て
は
現
状
の
会
計
処
理

を
選
択
可
能
と
す
る
」
案
が
示
さ
れ

た
。ま

た
、「
総
額
引
受
私
募
債
」
の

区
分
に
つ
い
て
は
、
事
務
局
か
ら
金

融
商
品
会
計
基
準
の
Ⅳ「
１
．
債
権
」

に
お
い
て
貸
付
金
に
含
め
、
表
示
お

よ
び
注
記
は
貸
付
金
と
同
様
に
扱
う

提
案
が
さ
れ
た
。

委
員
か
ら
は
、
お
お
む
ね
賛
成
意

見
が
聞
か
れ
た
。
一
方
で
「
Ｉ
Ｆ
Ｒ

Ｓ
の
実
効
金
利
法
に
置
き
換
え
る
際

に
生
じ
る
基
準
間
の
不
整
合
を
懸

念
」
と
の
反
対
意
見
も
聞
か
れ
た
。

後
発
事
象
に
関
す
る
会
計
基
準

前
回
親
委
員
会
（
２
０
２
５
年
６

月
10
日
号
（
№
１
７
４
５
）
情
報
ダ

イ
ジ
ェ
ス
ト
参
照
）
に
引
き
続
き
、

Ｊ
Ｉ
Ｃ
Ｐ
Ａ
監
査
基
準
報
告
書
560
実

務
指
針
１
号
「
後
発
事
象
に
関
す
る

監
査
上
の
取
扱
い
」
の
Ａ
Ｓ
Ｂ
Ｊ
へ

の
移
管
に
あ
た
っ
て
、
次
の
検
討
が

行
わ
れ
た
。

適
用
時
期
に
つ
い
て
、
本
会
計
基

準
等
の
公
表
か
ら
お
お
む
ね
１
年
程

度
経
過
後
最
初
に
到
来
す
る
４
月
１

日
以
後
開
始
す
る
連
結
会
計
年
度
お

よ
び
事
業
年
度
（
以
下
、「
適
用
開

始
年
度
」
と
い
う
）
の
期
首
か
ら
の

適
用
と
し
、
早
期
適
用
の
定
め
は
設

け
な
い
と
の
事
務
局
案
が
示
さ
れ

た
。ま

た
、
経
過
措
置
に
つ
い
て
は
、
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法
人
税
等
会
計
基
準
に
お
け
る
住
民
税

（
均
等
割
）の
表
示
、検
討

─
Ａ
Ｓ
Ｂ
Ｊ
、税
効
果
会
計
専
門
委

会
　
　
計

貴社の景況判断BSI（「上昇」－「下降」社数構成比） （単位：％ポイント）●貴社の景況
令和７年４～６月期の「貴社の景況判断」BSIを全産業でみると、大企業は▲1.9％
ポイントとなり、令和６年１～３月期以来５期ぶりの「下降」超となっています。続い
て、中堅企業、中小企業はいずれも「下降」超となっています。
先行きを全産業でみると、大企業は令和７年７～９月期に「上昇」超に転じる見通し
となり、中堅企業は令和７年７～９月期に「上昇」超に転じる見通し、中小企業は「下
降」超で推移する見通しとなっています。
●国内の景況
令和７年４～６月期の「国内の景況判断」BSIを全産業でみると、大企業は▲6.2％
ポイントとなり、令和５年１～３月期以来９期ぶりの「下降」超、中堅企業、中小企業
はいずれも「下降」超となっています。
先行きを全産業でみると、大企業は令和７年10～12 月期に「上昇」超に転じる見通
しです。中堅企業、中小企業はいずれも「下降」超で推移する見通しとなっています。
令和７年６月末時点の「従業員数判断」BSIを全産業でみると、大企業は26.9％ポイ
ントとなり、平成23年９月末以降56期連続の「不足気味」超となり、中堅企業、中小
企業はいずれも「不足気味」超となっています。
先行きを全産業でみると、大企業、中堅企業、中小企業いずれも「不足気味」超で推
移する見通しとなっています。
令和７年度は、2.1%の増収見込みとなっています。
業種別にみると、製造業、非製造業ともに増収見込みとなっています。 
令和７年度は、▲2.1％の減益見込みとなっています。
業種別にみると、製造業、非製造業ともに減益見込みとなっています。 
令和７年度は、7.3％の増加見込みとなっています。 
業種別にみると、製造業、非製造業ともに増加見込みとなっています。 

令和７年４－６月期調査

対象企業数
回答企業数
回　収　率

法人企業景気予測調査
（内閣府・財務省）

法人企業景気予測調査は、わが国の経済活動の主要部分を占める企業活動を把握することにより、経済の現状
および今後の見通しに関する基礎資料を得ることを目的として四半期ごとに調査しています。なお、資本金、
出資金または基金（以下、「資本金」といいます）1千万円以上の法人（ただし、電気・ガス・水道業および金融業、
保険業は資本金1億円以上）を対象としています。以下は、令和７年４－６月期調査結果の概要です。

（注）本調査において大企業とは資本金10億円以上の企業を、中堅企業とは資本金1億円以上10億円未満
の企業を、中小企業とは資本金1千万円以上1億円未満の企業をいいます。

景　　況

大
企
業
中
堅
企
業
中
小
企
業

全産業 
　製造業
　非製造業
全産業 
　製造業
　非製造業
全産業 
　製造業
　非製造業

令和7年10～12月
見通し

令和7年1～3月
前回調査

国内の景況判断BSI（「上昇」－「下降」社数構成比） （単位：％ポイント）

大
企
業
中
堅
企
業
中
小
企
業

全産業 
　製造業
　非製造業
全産業 
　製造業
　非製造業
全産業 
　製造業
　非製造業

令和7年4～6月
現状判断

令和7年10～12月
見通し

令和7年1～3月
前回調査

令和7年4～6月
現状判断

令和7年7～9月
見通し

令和7年7～9月
見通し

6.1 
8.4 
5.0 
7.2 
12.9 
5.6 
▲1.9 
▲2.9 
▲1.7 

1.3 
2.6 
0.6 
▲4.9 
▲1.7 
▲5.8 
▲13.0 
▲15.2 
▲12.5 

▲1.9 
▲4.8 
▲0.5 
▲0.9 
▲6.7 
0.6 

▲12.3 
▲17.5 
▲11.4 

▲6.2 
▲7.5 
▲5.7 
▲12.0 
▲15.3 
▲11.2 
▲23.6 
▲32.5 
▲21.9 

2.0 
▲2.4 
4.1 
0.7 
▲6.9 
2.8 

▲12.7 
▲18.3 
▲11.6 

3.1 
▲1.3 
5.2 
▲2.3 
▲8.7 
▲0.6 
▲17.7 
▲22.8 
▲16.8 

5.2 
5.7 
5.0 
5.2 
6.9 
4.7 
▲5.8 
▲8.3 
▲5.3 

▲1.1 
1.1 
▲2.1 
▲9.3 
▲7.4 
▲9.9 
▲18.1 
▲20.3 
▲17.7 

14,530社
11,144社
　 76.7％

設備投資

雇　　用

売 上  高

経常利益

基
準
改
正
が
会
計
方
針
の
変
更
に
該

当
す
る
場
合
、
企
業
会
計
基
準
24
号

で
は
、
新
た
な
会
計
方
針
を
過
去
の

期
間
の
す
べ
て
に
遡
及
適
用
す
る
こ

と
を
原
則
と
し
つ
つ
、
会
計
基
準
等

に
特
定
の
経
過
的
な
取
扱
い
が
定
め

ら
れ
て
い
る
場
合
は
そ
の
経
過
的
な

取
扱
い
に
従
う
と
し
て
い
る
。
こ
れ

を
受
け
、
事
務
局
か
ら
、
遡
及
適
用

を
行
わ
な
い
こ
と
と
す
る
経
過
措
置

を
設
け
、
適
用
開
始
年
度
か
ら
将
来

に
わ
た
っ
て
適
用
す
る
案
が
示
さ
れ

た
。委

員
か
ら
異
論
は
聞
か
れ
な
か
っ

た
。事

務
局
か
ら
、
次
々
回
（
７
月
３

日
開
催
予
定
）
で
公
表
議
決
し
た
い

と
の
発
言
が
あ
っ
た
。

去
る
６
月
４
日
、
企
業
会
計
基
準

委
員
会
は
、
第
94
回
税
効
果
会
計
専

門
委
員
会
を
開
催
し
た
。
前
回
専
門

委
員
会
（
２
０
２
５
年
６
月
１
日
号

（
№
１
７
４
４
）
情
報
ダ
イ
ジ
ェ
ス

ト
参
照
）
に
引
き
続
き
、
法
人
税
等

会
計
基
準
等
の
見
直
し
に
つ
い
て
、

検
討
が
行
わ
れ
た
。

ま
た
、
同
テ
ー
マ
に
つ
い
て
、
６

月
５
日
開
催
の
第
５
４
８
回
親
委
員

会
で
も
審
議
さ
れ
た
。

住
民
税
（
均
等
割
）
の
取
扱
い

法
人
税
等
会
計
基
準
の
適
用
対
象

と
な
る
税
金
に
つ
い
て
の
原
則
的
な

定
め
を
置
く
場
合
、
住
民
税
（
均
等

割
）
に
つ
い
て
は
そ
の
適
用
対
象
か

ら
外
れ
る
こ
と
が
考
え
ら
れ
る
た

め
、
そ
の
表
示
に
つ
い
て
、
次
の
３

案
が
考
え
ら
れ
る
と
し
、
事
務
局
は

案
１
を
提
案
し
た
。

（
案
１
）
個
別
の
定
め
を
置
か
ず
、
住

民
税
（
均
等
割
）
の
表
示
に
関
し

て
原
則
的
な
定
め
に
従
っ
て
判
断

す
る
。

（
案
２
）
住
民
税
（
均
等
割
）
は
、
損

益
計
算
書
の
販
売
費
及
び
一
般
管

理
費
と
し
て
表
示
す
る
。

た
だ
し
、
損
益
計
算
書
の
税
引

前
当
期
純
利
益
（
ま
た
は
損
失
）

の
次
に
、
法
人
税
、
住
民
税
及
び

事
業
税
な
ど
そ
の
内
容
を
示
す
科

目
を
も
っ
て
表
示
す
る
こ
と
が
で

き
る
。

（
案
３
）
案
２
た
だ
し
書
き
の
よ
う
に

表
示
す
る
。

専
門
委
員
か
ら
は
、
案
１
に
賛
意

の
声
が
多
く
聞
か
れ
た
。
一
方
、
住

民
税
（
均
等
割
）
が
税
引
前
当
期
純

利
益
の
下
に
長
く
定
着
し
て
い
た
こ

と
か
ら
案
２
を
推
す
声
も
聞
か
れ
た
。

第
５
４
８
回
親
委
員
会
で
も
、
案

１
と
案
２
を
支
持
す
る
意
見
が
そ
れ

ぞ
れ
聞
か
れ
た
。

個
別
の
税
金
に
係
る
取
扱
い

法
人
税
等
会
計
基
準
の
定
め
お
よ

び
補
足
文
書
の
記
載
の
方
向
性
に
つ

い
て
、
事
務
局
か
ら
図
表
の
提
案
が

な
さ
れ
た
。

専
門
委
員
か
ら
、
方
向
性
に
つ
い

て
異
論
は
聞
か
れ
ず
、
第
５
４
８
回

親
委
員
会
で
も
、
特
段
の
異
論
は
聞

か
れ
な
か
っ
た
。

（図表）　法人税等会計基準の見直しにおける各税目の整理
①　見直し後の法人税等会計基準における原則的な定めに該

当することから、補足文書に記載する税金…法人税、地方
法人税、住民税（法人税割）、事業税（所得割）、特別法人
事業税（基準法人所得割）および防衛特別法人税

②　見直し後の法人税等会計基準において個別の定めを置く
税金…事業税（付加価値割）および事業税（資本割）、ならび
に更正等による追徴税額（更正等による追徴に伴う延滞税、
加算税、延滞金および加算金を含む）および還付税額

③　見直し後の法人税等会計基準の適用範囲外とする税金
（結論の背景に経緯として記載する） …事業所税、特別土
地保有税、固定資産税、消費税、事業税（収入割）および
特別法人事業税（基準法人収入割）
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この10日間に公表・公布された経理関係重要法規等
日　付 法　規　等 出　所 備　考

2025年
6月3日

「監査役監査実施要領」
（2025年版）

監査役
協会

2024年4月の金融商品取引法における四半期開示制度の改正や、監査役協会が新たに
公表した報告書である「有価証券報告書の作成プロセスに対する監査役等の関与につい
て―実態調査に基づく現状把握と事例紹介―」、「『監査役会等の実効性評価』の実施と開
示の状況」等の内容、その他各種制度改正を反映したもの。
https://www.kansa.or.jp/news/post-14139/

2025年
6月6日

「財務諸表等の用語、様
式及び作成方法に関す
る規則等の一部を改正
する内閣府令（案）」等

金融庁

ASBJが、VCファンドに関する改正移管指針９号「金融商品会計に関する実務指針」、
企業会計基準34号「リースに関する会計基準」等の修正を公表したこと等を受け、財務
諸表等規則等および財務諸表等規則ガイドラインについて、所要の改正を行うもの。コ
メント期限は7月7日。
https://www.fsa.go.jp/news/r6/sonota/20250606-2/20250606-2.html

金
融
緩
和
維
持
を
支
え
る
企
業
物
価
の

減
速

金
　
　
融

重
要
な
日
米
関
税
、貿
易
交
渉
の
行
方

証
　
　
券

日
銀
は
６
月
11
日
、
５
月
の
企
業

物
価
指
数
を
公
表
し
た
。
前
年
同
月

比
で
３
・
２
％
の
上
昇
と
な
っ
た
一

方
、前
月
比
で
は
マ
イ
ナ
ス
０
・
２
％

と
、
年
初
来
初
め
て
マ
イ
ナ
ス
と

な
っ
た
。
と
り
わ
け
石
油
・
石
炭
製

品
の
下
落
幅
が
大
き
く
、
ガ
ソ
リ
ン

や
軽
油
価
格
の
反
落
が
指
数
全
体
を

押
し
下
げ
た
格
好
だ
。

原
材
料
価
格
の
一
服
に
加
え
、
為

替
相
場
が
円
高
方
向
に
振
れ
て
い
る

影
響
も
あ
る
。
輸
入
物
価
指
数
は
契

約
通
貨
ベ
ー
ス
で
前
月
比
マ
イ
ナ
ス

１
・
２
％
、円
ベ
ー
ス
で
マ
イ
ナ
ス
１
・

１
％
、
前
年
同
月
比
で
は
マ
イ
ナ
ス

10
・
３
％
と
、
仕
入
コ
ス
ト
の
圧
縮

傾
向
が
は
っ
き
り
し
て
き
た
。
た
だ

し
、
こ
れ
が
全
面
的
な
価
格
安
定
を

意
味
す
る
と
は
い
い
が
た
い
。
た
と

え
ば
電
力
・
都
市
ガ
ス
・
水
道
は
前

年
同
月
比
で
６
％
を
超
え
る
上
昇
率

を
維
持
し
て
お
り
、
家
庭
や
中
小
企

業
に
と
っ
て
は
負
担
の
重
い
状
況
が

続
い
て
い
る
。
食
品
関
係
も
４
％
を

超
え
る
伸
び
が
あ
り
、
家
計
に
と
っ

て
の
体
感
物
価
は
な
お
高
い
ま
ま

だ
。
農
林
水
産
物
に
つ
い
て
は
、
前

年
同
月
比
40
％
超
と
い
う
突
出
し
た

伸
び
が
続
い
て
お
り
、
こ
ち
ら
も
供

ト
ラ
ン
プ
関
税
政
策
の
中
心
で
あ

る
「
相
互
関
税
」
は
、
関
税
率
は
貿

易
相
手
国
が
こ
れ
ま
で
米
国
に
課
し

て
き
た
関
税
率
と
同
等
だ
と
し
、
各

相
手
国
は
基
礎
税
率
10
％
に
現
状
の

対
米
関
税
率
が
10
％
を
超
え
て
い
る

と
判
断
さ
れ
れ
ば
、
超
過
分
が
上
乗

せ
さ
れ
た
。
こ
の
結
果
、
日
本
は

24
％
と
な
っ
た
。

日
本
の
24
％
を
始
め
、
各
国
が
宣

告
さ
れ
た
関
税
率
は
高
水
準
で
あ

り
、
経
済
へ
の
影
響
は
計
り
し
れ
な

い
と
受
け
止
め
た
世
界
の
株
式
市
場

は
、
関
税
率
発
表
前
後
、
株
価
下
落

に
見
舞
わ
れ
た
。
こ
れ
を
み
た
米
政

府
は
４
月
９
日
の
相
互
関
税
の
発
動

日
に
上
乗
せ
分
の
発
効
の
90
日
間
停

止
を
発
表
、
７
月
９
日
を
期
限
と
し

て
各
国
ご
と
に
関
税
や
貿
易
問
題
を

協
議
し
て
米
国
の
貿
易
赤
字
の
解
消

に
つ
な
が
る
措
置
を
行
う
と
し
た
。

発
表
を
受
け
、
世
界
の
株
式
市
場

は
株
価
猛
反
発
に
転
じ
、
重
苦
し
い

雰
囲
気
は
吹
き
飛
ん
だ
よ
う
だ
。
こ

の
株
価
反
転
は
、
ト
ラ
ン
プ
政
策
の

運
営
は
案
外
、
柔
軟
だ
と
い
う
確
信

が
世
界
に
広
が
っ
た
た
め
だ
と
思
わ

れ
る
。

こ
れ
ま
で
貿
易
問
題
の
協
議
が
ま

と
ま
っ
た
の
は
、
イ
ギ
リ
ス
と
中
国

給
構
造
の
変
化
や
気
象
要
因
な
ど
が

複
合
し
て
い
る
と
考
え
ら
れ
る
。

一
方
、
輸
出
物
価
の
低
下
は
、
為

替
の
変
動
を
通
じ
て
日
本
の
価
格
競

争
力
に
水
を
差
し
て
い
る
面
が
あ
る
。

ド
ル
建
て
価
格
で
下
落
し
た
分
を
円

高
が
さ
ら
に
増
幅
し
、
外
需
の
下
押

し
リ
ス
ク
が
じ
わ
り
と
表
れ
て
い
る
。

企
業
側
と
し
て
は
、
国
内
の
仕
入
価

格
が
落
ち
着
い
て
き
た
こ
と
で
利
幅

の
確
保
は
容
易
に
な
り
つ
つ
あ
る
が
、

そ
の
分
、
外
需
と
内
需
の
両
面
で
価

格
転
嫁
の
難
し
さ
が
残
っ
て
い
る
。

こ
う
し
た
状
況
を
み
る
と
、
日
本

経
済
は
い
ま
だ
本
格
的
な
内
需
主
導

の
イ
ン
フ
レ
に
入
っ
て
い
る
と
は
い

い
き
れ
ず
、
物
価
全
体
の
構
造
は
依

然
と
し
て
外
的
要
因
に
依
存
し
て
い

る
よ
う
に
映
る
。
エ
ネ
ル
ギ
ー
価
格

や
為
替
水
準
へ
の
感
応
度
が
高
い
限

り
、
金
融
政
策
の
舵
取
り
に
は
慎
重

さ
が
求
め
ら
れ
る
。

市
場
の
一
部
に
は
「
そ
ろ
そ
ろ
政

策
転
換
を
」
と
の
声
も
あ
る
が
、
金

融
引
締
め
の
企
業
業
績
や
雇
用
へ
の

波
及
を
見
極
め
る
に
は
、
な
お
時
間

が
必
要
だ
。
財
政
と
の
協
調
や
地
域

経
済
の
実
情
を
反
映
し
た
政
策
運
営

が
求
め
ら
れ
る
局
面
に
な
っ
て
い
る
。

の
２
カ
国
で
あ
る
。
米
国
に
と
っ
て

貿
易
相
手
国
と
し
て
の
日
本
は
、
中

国
、
カ
ナ
ダ
、
メ
キ
シ
コ
と
並
ぶ
重

要
国
だ
と
思
わ
れ
る
が
、
他
の
貿
易

相
手
国
と
同
様
に
ま
だ
妥
結
に
至
っ

て
い
な
い
。
関
税
上
乗
せ
分
発
効
停

止
期
間
に
入
っ
て
、
貿
易
交
渉
担
当

の
赤
澤
経
済
再
生
担
当
大
臣
は
４
週

連
続
訪
米
す
る
こ
と
に
な
っ
た
。
評

価
す
る
こ
と
が
何
と
も
難
し
い
事
態

で
あ
る
。

６
月
11
日
に
ベ
ッ
セ
ン
ト
米
財
務

長
官
が
関
税
上
乗
せ
分
な
ど
の
交
渉

期
間
を
７
月
９
日
以
降
へ
延
長
す
る

発
言
を
し
た
一
方
、
同
日
に
ト
ラ
ン

プ
大
統
領
は
貿
易
相
手
国
に
対
し
て

一
方
的
に
設
定
し
た
関
税
率
を
２
週

間
以
内
に
通
知
す
る
と
発
言
し
た
。

こ
れ
ら
の
発
言
に
世
界
の
株
式
市

場
は
さ
し
た
る
反
応
を
示
さ
な
か
っ

た
。
特
に
ト
ラ
ン
プ
大
統
領
の
発
言

は
思
い
つ
き
の
よ
う
に
思
わ
れ
た
の

か
も
し
れ
な
い
。
し
か
し
、
日
米
の

関
税
、
貿
易
問
題
は
日
本
経
済
に

と
っ
て
長
期
に
わ
た
る
重
大
問
題
で

あ
る
。
石
破
首
相
は
「
国
益
に
反
す

る
決
定
は
し
な
い
」
と
今
国
会
で
述

べ
て
い
る
。
赤
澤
大
臣
の
交
渉
を
見

守
り
た
い
。


